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宮 城 県 警 察 本 部 長

宮城県警察通訳要員運用要綱の一部改正について（通達）

本県警察における通訳要員の運用については 「宮城県警察通訳要員運用要綱の改、

正について（通達 （平成２１年１２月２日付け宮本組第８９９号）により実施して）」

きたところであるが、業務の見直しに伴い、別添のとおり宮城県警察通訳要員運用要

綱を一部改正したので、事務処理上誤りのないようにされたい。

なお、これに伴い、前記通達は廃止する。

記

１ 改正の要点

⑴ 通訳等の定義に手話通訳を追加した。

⑵ 「委嘱外の通訳人」を規定し、その通訳要請及び運用要領を規定した。

⑶ 部外通訳人の委嘱について 「自薦」に関する事項を追加した。、

⑷ 外国語による１１０番通報受理時の通訳要請及び運用の手順を規定した。

⑸ 留置管理業務に係る派遣等の規程を別に定める旨明記した。

⑹ 部外通訳人の誓約書（別記様式第９号）への押印を不要とした。

⑺ 所要の文言の整理を行った。

２ 施行期日

令和５年４月１８日



別添

宮城県警察通訳要員運用要綱

１ 趣旨

この要綱は、通訳要員の運用に関し、必要な事項を定めるものとする。

２ 用語の定義

、 、 。この要綱において 次に掲げる用語の意義は それぞれ次に定めるところによる

⑴ 通訳等

外国語の通訳、翻訳及び校閲並びに手話通訳をいう。

⑵ 通訳官

、 （ 「 」 。）通訳等に従事させるための要員として 警察本部長 以下 本部長 という

が指定した職員をいう。

⑶ 部外通訳人

通訳等に従事させるための要員として、本部長が委嘱した者をいう。

⑷ 通訳要員

通訳官及び部外通訳人をいう。

⑸ 対象事案

次に掲げるものをいう。

ア 外国人に係る犯罪、国民の国外犯、大公使館に係る犯罪、その他外国に係る

犯罪の捜査

イ 前記ア以外の警察活動で通訳等を必要とする事案

⑹ 所属長等

所属長（警察本部の部及び仙台市警察部に置かれた課等の長、警察学校長並び

に警察署長をいう。以下同じ ）及び捜査本部長をいう。。

⑺ 主管課長

対象事案を主管する所属長（警察署長を除く ）をいう。。

３ 運用の基本

⑴ 通訳要員の派遣、通訳要員による電話等での通訳又は通訳要員による翻訳若し

くは校閲（以下これらを「派遣等」という ）は、対象事案を処理する上で、必。

要やむを得ない場合に限るものとする。

⑵ 通訳要員の派遣等は、次の順番に従って行うものとする。

ア 対象事案を処理する所属及び捜査本部に属する通訳官

イ 対象事案を主管する部門に属する通訳官

ウ 宮城県警察通訳センター（以下「通訳センター」という ）に属する通訳官。

（刑事部組織犯罪対策局組織犯罪対策課に兼務されている者を除く ）。

エ 前記アからウまで以外の通訳官

オ 部外通訳人

４ 通訳要員の任務



、 、 。 、⑴ 通訳官は 対象事案において 取調べ及び通訳等に当たるものとする ただし

通訳官のうち、警察事務職員は通訳等に当たるものとする。

⑵ 部外通訳人は、対象事案において、通訳等に当たるものとする。

５ 通訳官の指定等

⑴ 推薦

ア 所属長は、所属の警部（相当職を含む ）以下の職員で、次のいずれかに該。

当するものを通訳官推薦書（別記様式第１号）により、刑事部組織犯罪対策局

組織犯罪対策課長（以下「組織犯罪対策課長」という ）を経由して本部長に。

推薦するものとする。

(ｱ) 警察大学校国際警察センター語学研修科を修了していること。

(ｲ) 英語にあっては公益財団法人日本英語検定協会による実用英語技能検定２

級以上の資格と同等の資格を、他の言語にあっては実用英語技能検定２級以

上の資格と同等と認められる資格を取得していること。

(ｳ) 警察庁主催の外国語技能検定中級以上の資格を取得していること。

(ｴ) その他海外勤務、留学等の経験から、通訳等が可能と認められること。

イ 組織犯罪対策課長は、前記アの通訳官推薦書を受理したときは、被推薦者の

通訳官としての適格性について審査の上、本部長に報告するものとする。

⑵ 指定

ア 本部長は、前記⑴－イの規定による報告を受けた職員の中から、適任である

と認めた者に対し、指定書（別記様式第２号）により指定するものとする。

イ 組織犯罪対策課長は、通訳官について、通訳官名簿（別記様式第３号）に登

載するとともに、通訳官カード（別記様式第４号）を作成の上、通訳センター

に備え付けるものとする。

⑶ 指定の解除

ア 所属長は、通訳官の通訳能力の低下等により、通訳等に従事させることが妥

当でないと認める場合は、通訳官指定解除申請書（別記様式第５号）により、

組織犯罪対策課長を経由して本部長に申請するものとする。

イ 組織犯罪対策課長は、前記アの規定による申請を受理したときは、当該指定

の解除について審査の上、本部長に報告するものとする。

ウ 本部長は、前記イの規定による報告を受け、解除することが妥当であると認

めたときは、その指定を解除するものとする。

６ 部外通訳人の委嘱等

⑴ 推薦

ア 所属長は、次の要件のいずれにも該当する者を部外通訳人推薦書（別記様式

第６号）により、組織犯罪対策課長を経由して本部長に推薦するものとする。

(ｱ) 外国語及び日本語に堪能で、部外通訳人として適格性を有すること。

(ｲ) 警察業務に理解があり、かつ、社会的信望を有すること。

(ｳ) 被推薦者の公式行事等における通訳経験、海外居住経験、当該外国語及び



日本語を習得した経緯等を具体的に把握していること。

(ｴ) 被推薦者の承諾を得ていること。

イ 組織犯罪対策課長は、前記アの部外通訳人推薦書を受理したときは、部外通

訳人としての適格性について審査の上、本部長に報告するものとする。

⑵ 自薦

部外通訳人になろうとする者が、通訳センターに対し、自ら部外通訳人になり

たい旨申し出たときは、組織犯罪対策課長が前記⑴－ア－(ｱ)から(ｳ)までの要件

を審査の上、本部長に報告するものとする。

⑶ 委嘱

ア 本部長は、前記⑴－イ又は⑵の規定による報告を受けた者の中から、適任で

あると認めた者を委嘱する。この場合において、必要があると認めるときは、

当該部外通訳人に対し、委嘱状（別記様式第７号）を交付するものとする。

イ 組織犯罪対策課長は、部外通訳人について、部外通訳人名簿（別記様式第８

号）に登載するものとする。

ウ 本部長は、部外通訳人から、誓約書（別記様式第９号）の提出を求めるもの

とする。

、 。 、 。エ 委嘱期間は 当該年度の末日までの期間とする ただし 再委嘱を妨げない

⑷ 委嘱の解除

本部長は、次のいずれかに該当する場合で、部外通訳人の委嘱を解除すること

が妥当であると認めたときは、その委嘱を解除するものとする。

ア 本人から解除の申出があった場合

イ 部外通訳人の県外転出、帰国、病気等により委嘱の継続が困難になった場合

ウ 部外通訳人としてふさわしくない非行があった場合

エ 部外通訳人が、前記⑴－ア－(ｱ)から(ｳ)までのいずれかの要件に欠ける事由

が生じ、又は判明した場合

オ 部外通訳人が、前記⑶－ウの誓約書の誓約事項に違反した場合

カ その他部外通訳人に必要な適性を欠くと認める場合

７ 通訳要員の派遣等

⑴ 派遣等の要請

ア 所属長等は、通訳要員の派遣等を必要とするときは、事案の概要、理由、言

語、人員、期間等を明らかにし、電話又は口頭で組織犯罪対策課長に派遣等を

要請するものとする。

イ 組織犯罪対策課長は、派遣等の要請を受けたときは、通訳派遣等要請受理簿

（別記様式第１０号）に記載するものとする。

ウ 所属長等は、通訳要員の派遣等が急を要する場合は、通訳官が属する所属長

又は部外通訳人に対し、直接その派遣等を依頼することができる。この場合に

おいて、事後、速やかに前記アの規定による要請を行うものとする。

エ 地域部通信指令課長は、前記ア及びウの規定にかかわらず、地域部通信指



令課において、外国語による１１０番通報が受理された場合で、三者通話に

よる電話通訳を要する場合には、通訳官に対し、電話により直接通訳を要請

することができる。ただし、地域部通信指令課長は、通訳要請の成否にかか

わらず、事後、速やかに要請の結果を電話又は口頭で組織犯罪対策課長に報

告するものとする。

⑵ 派遣等の実施

ア 組織犯罪対策課長は、派遣等の要請を受け、派遣等が必要であると認めたと

きは、主管課長と協議の上、通訳要員を選考するものとする。この場合におい

て、通訳官を選考したときは、電話又は口頭で当該通訳官が属する所属長に派

遣等を依頼するものとする。

また、部外通訳人を選考したときは、当該部外通訳人に電話又は口頭で連絡

の上、派遣等を行うものとする。

イ 前記アの依頼を受けた所属長は、特段の事由がない限り通訳官の派遣等を行

うものとする。

ウ 組織犯罪対策課長は、通訳要員の派遣等の措置について、通訳派遣等要請受

理簿に必要事項を記載するとともに、電話又は口頭で主管課長に連絡するもの

とする。

⑶ 運用状況の報告等

ア 所属長等は、派遣等を受けた通訳要員を指揮監督し、適正かつ効率的に運用

するとともに、通訳対象者の国籍、氏名及び生年月日並びに通訳要員の通訳運

用日時等の運用状況について、電話又は口頭で組織犯罪対策課長に報告するも

のとする。

イ 組織犯罪対策課長は、運用状況等について報告を受けたときは、通訳運用報

告受理簿（別記様式第１１号）に記載するとともに、当該通訳官が属する所属

長に対し、定期的に運用状況を通知するものとする。

⑷ 派遣等の解除

ア 組織犯罪対策課長は、通訳要員の派遣等の必要がないと認めたとき、又は所

属長から派遣等の解除の申出があったときは、通訳官が属する所属長に派遣等

の解除を通知し、又は部外通訳人に派遣等の解除を連絡するものとする。

イ 派遣等の解除の通知を受けた所属長は、通訳官の派遣等を解除するものとす

る。

⑸ 留置管理業務に係る運用

対象事案のうち、留置管理業務に係るものについての通訳要員の派遣等の要請

については別に定める。

⑹ 委嘱外の通訳人の派遣等

所属長等から派遣等の要請があった場合で、通訳要員の派遣が困難と認めたと

きは、派遣等の要請をした所属長等及び主管課長等と協議するなどして、他都道

府県警察に登録された、若しくは他都道府県警察から委嘱等をされた通訳人又は



企業等に在籍し、通訳等に従事する者（以下「委嘱外の通訳人」という ）に対。

し、通訳等を依頼することができる。この場合、あらかじめ委嘱外の通訳人の承

諾を得て、犯罪捜査の適正化と保秘の徹底等を図るため、誓約書を徴収した上で

派遣等を行うものとする。

８ 研修

⑴ 組織犯罪対策課長は、通訳要員に対し、通訳等に必要な知識、技術及び外国語

能力の向上のため、研修を行うものとする。

⑵ 所属長は、前記⑴の研修に自所属の通訳官を積極的に出席させるなど、通訳等

に必要な知識、技術及び外国語能力向上の機会を与えるよう努めなければならな

い。

９ 事務担当課

この要綱に関する事務は、通訳センターが行うものとする。
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